
「推進戦略」の個別課題への対応状況と今後のスケジュール（案）

「推進戦略」に記載された対応方針 とりまとめ担当 Ｈ２０（2008） Ｈ２１（2009） Ｈ２２（2010） Ｈ２３（2011） Ｈ２４（2012） 備考

1

施工管理要領やマニュ
アルの整備

試験施工等により従来の施工管理手法と比較・検証し、所要の品質を
維持しつつ施工及び施工管理の効率化が可能となる、必要な要領・マ
ニュアル類を策定する。（一部策定済み）

国総研
情報基盤研究室

・「TS・GPSを用いた盛土
の締固め情報化施工管理要
領（案）」及び「施工管理
ﾃﾞｰﾀを搭載したTSによる出
来形管理要領（案）」の適
用
・出来形管理用TSの高度利
用に関する模擬実験

・舗装、地下埋設物、ダム
での出来形管理の試行、
GNSSによる出来形管理の試
行
・出来形管理用TSの高度利
用に関する現場実証実験

試行要領の運用、他課題に
試行データなどを提供

参考
資料①

2

情報化施工に対応した
新たな施工管理手法及
び規格値の検討

従来の施工管理方法をベースとした現行管理基準値にとらわれずに、
品質を向上させるために情報化施工を利用した新たな管理基準値とそ
の確認方法（統計的処理含む）を検討し、基準を策定する各関係団体
に提案する。

土研　先端技術チーム
（施工技術チーム、土
質・振動チーム，寒地地
盤チーム）

施工・品質管理の向上を目
的とした盛土工における施
工管理基準等に関する検討

試験施工データ等より、盛
土の性能に応じた施工法及
び施工管理技術等の検討

試験施工データ等より、盛
土の性能に応じた施工法及
び施工管理技術等の検討

参考
資料②

3

施工管理、監督・検査
の合理化

従来施工と情報化施工の施工管理の相関性を検証した上で、情報化施
工による施工管理手法を活用した監督・検査手法を検討するととも
に、一部の工事において試行し、基準の見直しを含め本格的導入に向
けた課題を整理する。

地整の推進委員会等 ・施工管理要領（案）の運
用
・新たな施工管理要領
（案）の抽出・検討

・施工管理要領（案）の改
良
・新たな施工管理要領
（案）の作成

・施工管理要領の導入
・新たな施工管理要領
（案）の試行

運用 CALS/EC
AP2008目
標④より
参考
資料①

4

監督・検査体制の検討 情報化施工における監督・検査の体制について、教育方法、補助業務
のあり方を含めて検討する。

地整の推進委員会等 電子ﾃﾞｰﾀによる監督検査方
法の開発

監督検査要領の改正 運用 CALS/EC
AP2008目
標⑤より

5

発注者にとって有用な
施工データの考え方の
検討

施工者が使用する出来形・品質データの中から、発注者（監督・検査
等）にとって有用な出来形・品質データの考え方や、発注者と施工者
の責任分担について検討する。

国総研　建設ｼｽﾃﾑ課
（情報基盤研究室）

情報化施工により入手可能
な情報の種類や精度など、
基礎的なデータについて確
認を行う

情報化施工により入手可能
な情報と現場管理に実際に
使用されているデータの
マッチングを行う

工種毎に情報化施工によっ
て現行検査項目のうち省略
可能なものを抽出するとと
もに、情報化施工を行った
場合の提出データの書式、
内容などを検討する

情報化施工により入手でき
るデータを元に、品質向上
を図るため活用手法等を検
討する

6

受発注者間での共有
データの取り扱いルー
ルの構築

施工者が発注者に提供する際のデータ交換フォーマット等について検
討し、規格案として関係団体に提案する。さらに、第三者による品質
検査員等によるデータチェック体制や改ざん防止方策等についても検
討する。

国総研　情報基盤研究室
（建設ｼｽﾃﾑ課）

情報化施工における土工・
舗装・ダムにおけるデータ
項目の整理、監督・検査に
関するデータ仕様書の作
成、データ改ざん防止方法
の検討、出来形管理用TS
データの規格案を作成

試験施工でのデータ収集、
情報化施工におけるトンネ
ル・基礎工・橋梁上部工に
おけるデータ項目の整理、
データ蓄積技術・可視化技
術の整理、監督・検査デー
タの規格案を作成

データ蓄積技術・可視化技
術の検証、蓄積データの解
析方法と活用方法を提案

7

各種の情報化施工技術
の品質・コストの評価

品質について提案を求める際の加点の根拠となる品質向上の効果につ
いて、例えばＮＥＴＩＳの事後評価のような仕組みを活用して評価す
る。

地整の推進委員会等 情報化施工技術の評価のた
めの導入効果の整理等

8

情報化施工に適した条
件（工事規模等）の検
討

情報化施工の導入により、品質とコストの両面から効果が期待できる
工事規模の考え方を示す。

国総研　建設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術
研究室

取り組み事例の収集

9

施工効率（生産性）の
評価

情報化施工を用いた現場において施工合理化調査を実施し、生産性
（歩掛等）について実態を継続的に把握しつつ、普及状況等を勘案の
うえ必要な歩掛改正等を実施する。標準外作業も歩掛りに反映させ
る。

本省　建設施工企画課 試験施工の詳細調査データ
収集

・試験施工の詳細調査デー
タ収集、解析
・歩掛の原案策定

・試験施工の詳細調査デー
タ収集、解析
歩掛の原案策定
・歩掛の改訂

④情報化施工を
前提とした設計
基準の見直し

10

新たな土の締固め基準
の研究

面的な性能・品質（強度、密度等）などを取得できる情報化施工技術
に着目し、従来の施工管理方法をベースとした現行の技術基準にとら
われずに、より品質等を向上させる情報化施工に適用できる新たな技
術基準値とその確認方法について調査・研究する。その成果は技術基
準を策定する各関係団体に提案する。

土研　先端技術チーム
（施工技術チーム，土
質・振動チーム，寒地地
盤チーム）

・施工、品質管理の向上を
目的とした盛土工における
施工管理基準等に関する検
討
・加速度応答法の利用等に
よる新しい品質管理ｼｽﾃﾑの
開発（研究開発助成制度）

試験施工データ等より、盛
土の性能に応じた施工管理
技術等の検討

同左 盛土工における情報化施工
ガイドライン（仮称）の提
案

参考
資料②

11

施工精度の向上による
新たな舗装基準の研究

舗装の弾性係数を面的に取得できる情報化施工技術に着目し、弾性係
数を用いた理論設計手法について調査・研究する。その成果は技術基
準を策定する各関係団体に提案する。

土研　舗装チーム 性能規定委員会において、
情報化施工に関連する性能
規定発注を提案

路盤の品質に関する研究課
題の立ち上げ

舗装構造の理論設計手法の
提案

性能規定委員会での試験舗
装のフォローアップ

同左

課　　　　　　　　　　　題

①施工管理手法
および監督・検
査の情報化施工
への対応

②施工ﾃﾞｰﾀの受
発注者間の共有

③総合評価方式
における技術提
案に対する適正
な評価

（
１

）
工
事
発
注
者
の
課
題

資料４
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「推進戦略」の個別課題への対応状況と今後のスケジュール（案）

「推進戦略」に記載された対応方針 とりまとめ担当 Ｈ２０（2008） Ｈ２１（2009） Ｈ２２（2010） Ｈ２３（2011） Ｈ２４（2012） 備考

④情報化施工を
前提とした設計
基準の見直し

12

ダム施工における施工
余裕率低減に関する研
究

ダム施工における情報化施工での施工精度の向上効果（敷均し厚さの
ばらつきと転圧回数の確保など）に着目し、設計上見込む施工のばら
つきの低減等による新たな設計基準について、その可能性を含め調
査・研究する。成果は技術基準を策定する各関係団体に提案する。

土研　ダム構造物チーム ・胆沢ダムにおいて、堤体
の締め固め管理にIT土工シ
ステムを適用し、確実な転
圧回数の管理が達成できる
ことを確認。
・従来通りの項目・頻度の
品質管理試験結果を蓄積し
IT土工システムにより確実
な品質確保が可能となった
ことを確認。
・IT土工システムを導入す
ることによる品質管理試験
の合理化（試験頻度の減
少）についての検討を開
始。

⑤情報化施工に必
要な３次元ﾃﾞｰﾀ作
成における設計業
務との連携

13

建設機械への入力用設
計データ作成の合理化

マシンコントロールシステム等の情報化施工に活用可能な設計情報の
データ交換標準やデータ辞書を策定し、設計業務における電子納品要
領に係わる規定を提案する。

国総研
情報基盤研究室

作成サポートソフトの開発
（研究開発助成）

設計納品図面一部として定
義できるデータ構造の素案
を作成、現場導入するため
のアクション項目を整理

アクション項目の実施、利
用体制の確立、国際・国内
標準化作業

14

出来高部分払いへの応
用

施工管理情報を用いて、出来高を自動的に数量算出して出来高部分払
いに活用する方式を作成し、提案する。

国総研　建設ｼｽﾃﾑ課 出来高部分払い方式の制度
普及状況を確認する

情報化施工によって得られ
るデータを元に出来高部分
払い方式に活用可能な情報
や内容を整理検討する

工種毎に情報化施工によっ
て得られるデータを確認
し、出来高部分払い方式に
必要なものの抽出、整理を
行うとともに、制度運用上
の問題点を確認する

15

道路土工と舗装工の出
来形データの連携

路床の出来形データを土工会社から舗装会社に提供し、路盤の施工時
の測量を簡略化する。（施工時期が連続している場合）

地整の推進委員会等 試験施工対象工事選定

16

施工データの維持管理
への活用方策の調査・
研究

施工データを蓄積・活用することにより、戦略的な管理や修繕を実現
する方策について調査・研究を行う。

土研　先端技術チーム
（施工技術Ｔ，土質・振
動Ｔ，寒地地盤Ｔ，舗装
Ｔ，ﾀﾞﾑ構造物Ｔ）

課題2,10の検討状況に応じ
て維持管理方策の方向性を
整理

試験施工データ等より、盛
土等の維持管理に必要とな
るデータ項目の抽出と戦略
的維持管理方策を検討

データ収集・解析
状況に応じて現場へ反映

17

技術情報の収集・整理 各社が開発、実施している情報化施工に関する技術内容を収集・整理
し、技術に対する理解や、新たな技術開発・改良を促進する。

建設機械ＷＧ 施工業者を中心にアンケー
ト調査を行い、各社が開
発、実施している情報化施
工の実施動向の調査

・情報化施工技術要覧のと
りまとめ
・新技術の追跡調査　→技
術リストの公開

・継続的な更新の実施

18

海外事例の調査 普及が進んでいる海外における導入事例について調査し、導入効果や
普及の理由について整理する。

建設機械ＷＧ 米国調査（H20.10/19-24)
にて政府機関、関連メーカ
からヒアリング調査を実施

・米国との情報交換体制の
構築

19

用語の定義・統一 各社がそれぞれ用いている各種の技術用語の統一化について検討し、
業界規格として提案する。

建設機械ＷＧ ・実用化しているＩＣＴ技
術の体系化

・ICTに関連する用語規格
案策定。（課題25との連
携）

用語の標準化に向けた審議

20

情報化施工に対応する
建設機械の普及促進

情報化施工機器の搭載を容易にする構造やアタッチメント等について
検討し、業界規格として提案する。さらに建設機械と情報化施工機器
のインターフェイスの標準化を推進する。

建設機械ＷＧ 建設機械と情報化施工機器
のインターフェイスの標準
化体制について検討中

・研修用機械にて複数メー
カに対応できるインタ
フェース仕様の検討開始
（課題25との連携）
・海外でのインタフェース
仕様の調査

・ICT機器と建設機械との
インタフェースに係わる標
準案提示（課題25との連
携）

標準化に向けた審議の開始

21

ユーザが容易に調達で
きる環境の整備

情報化施工機器・ソフトウエアのリース・レンタルの拡大等により、
ユーザが容易に調達できる方策について検討する。

建設機械ＷＧ レンタル機器の拡大 ・リース・レンタル機器台
数の追跡調査
・建設現場でのGPS利用環
境改善に向けた検討

⑥施工ﾃﾞｰﾀの有
効活用

課　　　　　　　　　　　題

（
１

）
工
事
発
注
者
の
課
題

（
２

）
施
工
企
業
等
の
課
題

①わかりやすい
技術情報の提案

②ハードソフトの
普及促進
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「推進戦略」の個別課題への対応状況と今後のスケジュール（案）

「推進戦略」に記載された対応方針 とりまとめ担当 Ｈ２０（2008） Ｈ２１（2009） Ｈ２２（2010） Ｈ２３（2011） Ｈ２４（2012） 備考

22

研修内容の整理 情報化施工に必要な技術（機械制御技術、油圧制御技術、ＴＳ・ＧＮ
ＳＳによる測量・測位技術、３次元設計データを扱う情報利用技術な
ど）の実践的な導入・運用方法を習得するための継続的な研修内容を
策定する。

建設機械ＷＧ ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ、ｸﾞﾚｰﾀﾞのﾏｼﾝｺﾝﾄ
ﾛｰﾙを対象に
「実務者ｺｰｽ」（2日間）、
「体験ｺｰｽ」（1日間）のｶﾘ
ｷｭﾗﾑを設定し、下記研修会
にて適用

カリキュラムの追加検討
・ﾊﾞｯｸﾎｳのﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽの研
修コース開設
・締固め機械研修の導入
・発注者研修コースの開設

参考
資料③

23

研修体制の確立 各社がそれぞれ実施している研修を、第三者機関による共同研修とし
て継続的に実施する。

建設機械ＷＧ （社）日本建設機械化協会
が「情報化施工・安全教育
研修ｾﾝﾀｰ」を開設し、「情
報化施工研修会」5回を実
施、研修終了者（実務ｺｰ
ｽ）約80名

・１回/２ヶ月の定期開催
・地方での研修会開催
・グレーダ、ブルドーザ各
１台導入（5月）
・実務コース：200名/年受
講者を目標

・（目標）1,000名以上の
技術者育成

24

資格制度の創設に向け
た検討

業界団体・公的機関等による資格制度の設立について、どのような資
格制度が必要かについて資格取得のインセンティブも含めて検討し、
制度構築について関係団体に要望する。

建設機械ＷＧ ・機械化協会の修了証発行 ・修了証の資格化検討 ・資格の運用開始
・公的資格化の検討

25

標準化（国際規格、国
内規格、業界規格）の
推進

情報化施工機器を構成するアタッチメント間等の規格について検討
し、施工会社が現場の施工条件に合わせて種々のメーカの建設機械や
測量機器を組み合わせて利用できる環境を整備する。

土研　先端技術チーム ISO事務局より2008.12に
ISO15143が承認、データ交
換標準に必要となる情報モ
デル・データ辞書を策定

ISO15143の運用を推進、国
内規格（JIS）及び業界規
格（JCMAS）の策定に向け
た検討

国内規格（JIS）及び業界
規格（JCMAS）の策定及び
運用

参考
資料④

26

データ交換標準の運用
体制の整備

業界団体に対して、現在FDISの段階にあるISO15143を周知させるとと
もに、ISO15143に基づくデータ辞書等を登録・運用できるウェブサイ
トを立ち上げ、試行運用を実施する。標準化のメリットとそれを享受
するものを検討・整理する。

土研　先端技術チーム 策定されたISO15143のWeb
での公開及びデータ辞書等
の登録・運用体制を整備

策定されたISO15143のWeb
での公開及びデータ辞書等
の登録・運用体制を整備、
運用を開始

国内規格（JIS）及び業界
規格（JCMAS）を含め、Web
での公開とデータ辞書等の
登録運用体制を整備、運用
を開始

27

情報発信の強化 産・学・官それぞれにおいて、雑誌、シンポジウム、展示会、技術論
文・学術論文など従来の広報活動を通じて、積極的に情報発信する。

建設機械ＷＧ ・機関誌等への投稿
・講演会等の実施

・機関誌等への投稿
・出張講習会の実施
・シンポジウムでのセミナー実
施
・HP作成
・情報化施工パンフレット作成

同左 継続的な実施 参考
資料⑤

28

情報化施工の導入現場
の公開

情報化施工の導入現場を公開し、具体的な、情報化施工により、先進
的なイメージ変わる建設現場について、イメージ戦略の企画、実施を
行う。

地整の推進委員会等 ・関係機関への説明
・見学会等の開催

同左 同左 継続的な実施

③普及のための
情報発信

（
３

）
共
通
課
題

①技術者の育成

②標準化の推進

課　　　　　　　　　　　題
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